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製薬企業における研究開発戦略と基礎研究者のHRM

山梨学院大学 石川 淳

1.問 題 意 識

 これまで日本の製薬企業は，厳 しい規制や標準

化されていない臨床治験プロセス，複雑な流通制

度のため，海外の製薬企業 と直接競合することが

少なかった。このため日本においては，欧米に比

べて比較的規模 の小 さい製薬企業が林立 してお

り，欧米の大手製薬企業に比べて競争力が弱いと

考えられている。

 しかし規制の緩和，臨床治験 プロセスの標準化

の推進，流通網の改善などにより，今後 は海外の

製薬企業が日本市場に参入 しやすい状態が作 られ

ていく可能性が高い。 このような状況の中で，世

界第2位 の規模 をもつ 日本の医薬品市場に海外

の大手製薬企業が本格的に参入 して くることは必

至であり，今後日本の製薬企業が生き残っていく

ためには，欧米の大手企業と競合 しうる競争力を

身につけてい く必要がある。

 製薬企業が競争優位を確保するためには，新薬

のもととなる新規物質を発見するプロセスが重要

である。新薬の開発プロセスは大 きく分けて，新

薬のもととなる物質を発見する基礎研究(創 薬研

究)，基礎研究 プロセスで発見 された物質の体内

での吸収，代謝，排泄や毒性，製剤を研究する開

発研究，そ して効果や安全性を実際の臨床治験に

よって確認する臨床開発にわかれる。いずれのプ

ロセスも重要であるが，なによりも新薬のもとと

なる物質が生まれなければ，その後のプロセスが

始まらない。また， どのくらい効果が高 く，かっ

副作用が少ない新薬が開発されるかは，いかにそ

のような要望に応え られる物質を基礎研究によっ

て見いだすことができるかに大きく左右される。

このため，日本の製薬企業が国際的競争力を高あ

るためには，基礎研究にたずさわる研究者の業績

向上を促進するHRMが 必要 となる。

 しかしこれまで，多くの日本の製薬企業におい

て，基礎研究にたずさわる研究者に対する独 自の

HRMが 確立 されてこなかった。 これは2っ の理

由によると考え られる。第1は 歴史的背景 であ

る。多くの日本の製薬企業 は，従来多くの部分を

海外からの技術導入に依存 しており，基礎研究か

ら自社で行 って開発された新薬が製品ラインの主

流になってきたのは， この20～30年 のことであ

る。逆に言えばそれまでは，基礎研究は細々とし

か行われず，開発研究が主流であった。このため

基礎研究のHRMに ついて も， 開発研究のHRM

の影響を強 く受 けてきた。その後基礎研究が製薬

企業にとって重要なプロセスになるのであるが，
一度根づいた制度を変化 させることは容易ではな

いため，今 日でもその影響を残 していると考えら

れる。

 このような消極的な理由だけでなく， もっと積

極的な理由も考え られ る。つまり，同 じような

HRMを 適用す ることにより，人材 の交流 や コ

ミュニケーションを活発化することができるとい

うことである。これにより，情報の共有化が促進

され，新薬開発プロセスにプラスの作用をもた ら

す可能性 もある。 この点が， 日本の製薬企業にお

いて基礎研究者に対するHRMが 確立 されていな

い理 由であれば，積 極的 に基礎研究者独 自の

HRMを 確立 してい く必要性 は必ず しも高 くな

いo

 これまで製薬企業を含んだ日本企業の研究者の

HRMに 関する調査 ・研究はい くつか行われてい

るが(雇 用職業総合研究所，1988，1989； 生産性

上 級 技術 者 問題研 究委 員 会，1991a，1991b，

1992；Shapira，1995な ど)，その多 くは基礎研究

者 と開発研究者のHRMに っいて区別 して扱 って

いない。

 本稿では，基礎研究者のHRMを 開発研究者の

HRMと 区別 して分析を行うことにより， 製薬企

業において，基礎研究者に独自のHRMを 行 う必

要があるのかどうか，もし必要であればどのよう

なHRMを 行うべきかにっいて検討 してい く。
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2.研 究 の フ レ ー ム ワ ー ク

 本研究のフレームワークを以下に示す(図1)。

 研究開発戦略とは，企業がその経営戦略を達成

するために必要な研究開発に関する長期的な基本

設計図である(Maidique&Patch，1988)。 っまり

研究開発戦略は，経営戦略の中で財務戦略やマー

ケティング戦略，生産戦略など他 の戦略 と同様

に，互いに連携を取 りっつ，経営戦略の下位次元

を構成 している戦略の一っといえる。

 またマネジメントとは，戦略をもとに企業が持

つ資源を有効に活用 し余剰の付加価値を生み出す

プロセスである(Robbins&De Cenzo，1998)。 っ

まりマネジメントは，戦略を達成するための実行

プロセスである。

 この関係を研究開発戦略 と研究者 に対す る

HRMに 当てはめてみると， HRMは ，企業の研究

開発に関わる基本方針である研究開発戦略を実行

するためのプロセスの一っということができる。

従 って， どのようなHRMが 適切であるかを検討

する際には，研究開発戦略との整合性にっいて常

に考慮 しておかなければならない。

 先述 したとおり製薬企業では，基礎研究におい

ていかに画期的な物質が見いだされるかが研究開

発において最 も重要な課題である。當間&開 本

(1998)は ，製薬協長期 ビジョン研究会に所属する

企業15社 に対するアンケー ト調査から，製薬企

業において，新薬開発の際に最 も重視されるのが

画期性であることを明 らかにしている。 しか しそ

の一方で，同調査は市場性やスピードも重視され

ていることを明 らかにしている。

 新規物質が見いだされるのは基礎研究において

であるか ら，画期的な新規物質が見いだされるか

どうかは，基礎研究者がいかに創造性を発揮 し画

期的なアイデアを創出できるかにかかっている。

従って，画期性を重視するのであれば，基礎研究

者が画期的なアイデアを創出するために最 も適 し

たHRMを 行 っていく必要がある。

 これに対 して市場性やスピー ドを重視するので

あれば，基礎研究者は，画期的なアイデアの創出

に没頭するだけでなく，市場の情報を取 り入れた

り，開発研究など他の研究開発プロセスと密接に

連携をとりなが ら研究を行 っていく必要がある。

このような連携をとるたあには，情報交流や人材

交流を積極的に行っていく必要があり，そのため

には，基礎研究者に対 してだけ独 自のHRMを

行っていくことは難 しい。職種によって全 く違っ

たHRMを 行うということは，職種によって採用

やキャリア，仕事の管理などが異なるということ

であり，結果的に仕事のやり方や企業全体に対す

る考え方などが職種 によ って違 って くる。つ ま

り，職種を越えてコンテクストを共有することが

難 しくなるということである。 コンテクス トを共

有 していない中で効果的なコミュニケーションを

とることは難 しく (Burke & Bennis， 1961；

Pfeffer，1981；Rogers&Shoemaker，1971)， 情

報交流や人材交流 も行 いづ らくなると考え られ

る。

 従って，新薬開発において画期性を重視するの

であれば，基礎研究が新薬開発に最 も重要な役割

を果たすため， 基礎研究者に対 して独自のHRM
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図1研 究のフ レームワーク
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を行 っていく必要がある。これに対 して市場性や

スピードを重視するのであれば，創薬か ら前臨床

治験を中心 とした開発プロセスに至る一連のプロ

セスの連携が重要 となり，その際には基礎研究者

に独自のHRMを 行う必要性は低 くなる。前者の

戦略を基礎重視戦略，後者を開発重視戦略とする

と，企業が基礎重視戦略をとっている場合に限

り，基礎研究者に独自のHRMを 行っていく必要

があるということである。

 次 に基礎研究者に対するHRMに ついてである

が，通常HRMは ，大きく人材フローのマネジメ

ント，評価 ・報酬のマネジメント，職務のマネジ

メントに分かれる。

 研究者の人材 フローを考える際に最 も重要な検

討事項 としてキャリアの問題がある。一般的に，

従業員 は企業内において担当する職務や在籍する

部門を通 じて，知識や経験，態度を身 にっけてい

く(Hall，1976；Schein，1978)。 これは研究者にっ

いても同様であり， どのような職務にっくか， ど

のような部門に在籍するかによって，研究者 とし

て身につく知識や経験，態度が違 ってくる。研究

業績に対 して知識や経験，態度 は重大な影響を与

えると考えられるため，研究者がどのようなキャ

リアを経験するかは，その研究者の研究能力に重

要な影響を及ぼすと考えられる。

 一般的に日本企業における従業員 は，様々な部

門で様々な職務をこなすことにより，様々な知識

や経験を広 く浅 く身につけていくと同時に，社内

において幅広 い人的 ネットワークを構築 してい

く。Kusunoki&Numagami(1996)は ，研究者

においても，業績向上に必要な知識や経験が，部

門を越えるローテーションを通 じて身につけるこ

とがで きると主張 している。

 これに対 して，研究者にとって業績向上のたあ

に最 も必要とされるのは専門的な知識や情報であ

り，そのような知識 ・情報の獲得は，部門を越え

るような異動によって阻害されるとの指摘 もみら

れる(今 野，1993； 茅野他，1998； 植之原&篠

田，1995)。

 研究者の人材フローを検討する上で他の重要な

問題として，人材の流動化があげられる。生産性

上級技術者問題研究委員会(1990a，1990b，1991)

は，西独，英，米との国際比較か ら，日本におけ

る研究者の流動性が欧米諸国に比べて極端に低い

と指摘 している。 この点について榊原(1995)は ，

組織内同形化という概念を用いて，研究開発にお

いてブレークスルー的なプロダクト・イノベー

ションを実現す るたあには，組織内同形化のプ

レッシャーをはねのけて異質性を取り入れていく

必要があり，そのたあには外部か らの人材の登用

も積極的に行うべきであると主張 している。また

伊藤(1993)も ，同質的な集団からは革新的なア

イデアは出にくいたあ，革新的なアイデアを創出

するたあには外部か らの人材の登用を積極的に行

う必要があると主張 している。

 次に評価 ・報酬のマネジメントについてである

が，研究者の評価 ・報酬を検討する上で最も重要

な問題 は，個人の貢献を正 しく評価 し，その評価

の違いをきちんと報酬の差として反映させるかど

うかという点 にある。石田(1985)は ，これまでの

日本企業のHRMを 支えてきた理念の一つとして

能力平等主義をあげている。能力平等主義とは，

能力や業績による公然たる区別 はなるべ く避ける

べきであるという考え方である。 この能力平等主

義 は，研究者のマネジメントにおいても同様であ

り(今 野，1993)， これまで業績の高低が短期的

に個人の報酬に大 きな影響を与えるようなマネジ

メントは行われてこなかった。 このため報酬 にっ

いても，社内賞や複数名による特許取得など，集

団単位の評価がベースとなる報酬が重視 されてき

た。

 このような能力平等主義に基づくHRMは ，先

進技術のキャッチアップ ・プロセスにおいては強

みを発揮 してきた。なぜなら，キャッチアップ ・

プロセスにおいては，欧米の先進企業から基盤技

術を導入 し， これを応用することによってインク

リメンタルなイノベーションを起 こしていくこと

で競争力を発揮できたからである。 このインクリ

メ ンタルなイノベーションを起 こす ためには，

様々な部門における技術を一つの製品の開発 プロ

セスに応用 ・システム化 していくことが強 く求め

られる。そしてそのためには，チーム ・ワークの

とれた集団が重要であり，チーム ・ワークを維持

していくたあに，個々の従業員の報酬に短期的に
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大 きな差をっけないことが必要であった。

  しか し，このような業績に直結 しない報酬や集

団単位の評価 は，個人の業績に対するフィー ド

バ ックを薄めている。職務を遂行する上で，自己

の職務遂行結果の評価について，明確にフィー ド

バックを受けることは重要である(Hackman&

Oldham，1976)。 また，能力のある優秀な研究者

は，個人の貢献が正 しく評価され，それが報酬の

差 として反映されることを望んでいる(大 橋，

1991)。 このため，個人単位の貢献が正 しく評価

されない場合や，業績の差が報酬の差に直結 しな

い場合，優秀な研究者の不満を高あるおそれがあ

る。

 最 後 に職 務 マ ネ ジメ ン トにっ い て で あ るが ， 研

究 者 の 職 務 の マ ネ ジ メ ン トと して 特 に重 要 な問 題

に 自律 性 と コ ミュニ ケ ー シ ョ ンが あ げ られ る。

 自律 性 は，Hackman&01dham(1976)も 従

業 員 の業 績 向上 要 因 と して注 目 して い るが， 一 般

の従 業 員 だ け で な く， 研 究 者 の業 績 を 向上 さ せ る

要 因 と して も注 目 さ れ て き て い る。Pelz&An-

drews(1966)は ，1，311名 の 研 究 者 を 対 象 と した

分 析 か ら， 業 績 が 高 い研 究 者 は， 自 己 の ア イ デ ア

に よ って 自己 の 目標 を 決 定 し， か つ 自由 を 尊 重 し

て い る こ とを 明 らか に し， この こ とか ら， 研 究 者

の業 績 向上 の た あ に 自律 性 が重 要 で あ る と指摘 し

て い る。

 研 究 者 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン に つ い て は，

Allen， Katz， Tushmanに よ る一 連 の研 究(例 え

ば，Allen， et al，1979；Katz&Tushman ，1981；

Tushman，1978；1979な ど)がAllen(1977)の

先 駆 的 な研 究 を発 展 させ， 基 礎 研 究 者 と開発 研 究

者 で は必 要 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン ・パ ター ンが違

うこ と を指 摘 して い る。 基 礎 研 究 に お い て は専 門

的 情 報 が 重 要 で あ る た め， 個 々 の研 究 者 が それ ぞ

れ 外 部 の 専 門 家 と コ ミュニ ケ ー シ ョ ンを と って い

る。 これ に対 して 開発 研 究 の場 合 は， 専 門 的情 報

と同 様 に生 産 や 営 業 な ど他 の 部 門 に 関 す る情 報

や， 経 営 理 念 や経 営 戦 略 な ど企 業 全 体 に 関 わ る情

報 で あ る 内部 情 報 が重 要 で あ る。 この た あ多 くの

研 究 者 が 企 業 内 を 中 心 に コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンを

行 って お り， 専 門 的 情 報 につ いて は， 企 業 内 外 に

コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー クを 持 って い る

数 少 な い研 究 者(ゲ ー ト ・キ ーパ ー)を 通 じて獲

得 して い る こ とを 明 らか に した。

 この よ う に， 研 究 者 が どの よ うな コ ミュ ニ ケ ー

シ ョ ン ・パ ター ンを と って い るか は研 究 業 績 に重

大 な影 響 を及 ぼ す と考 え られ る。 この た め研 究 者

のHRMを 検 討 す る際 に は， コ ミュニ ケ ー シ ョン

に も着 目 して い く必 要 が あ る。

3.分 析 の方法

 日本の大手および中堅の製薬企業6社 の基礎

研究者および開発研究者に対 して質問紙調査行

い，回収されたデータをもとに分析を行った1}。具

体的には，外部資料から調査対象6社 を基礎重視

戦略をとっている企業と開発重視戦略をとってい

る企業にわけ，さらに基礎重視戦略をとっている

企業のうち相対的に高い研究業績を示 している企

業 と相対的に低い研究業績を示 している企業に分

けた。

 基礎重視戦略をとっている研究業績が高い企

業，基礎重視戦略をとっている研究業績が低い企

業，開発重視戦略をとっている企業のそれぞれに

ついて， 基礎研究者に対 して行われているHRM

と開発研究者に対して行われているHRMを 比較

することにより，基礎重視戦略をとっている企業

において，業績を向上させるために基礎研究者に

対 して独自のHRMを 行 っていくことの重要性を

明 らかにする。

 また，それぞれの企業群において，基礎研究者

に対 して行われているHRMを 比較することによ

り，基礎重視戦略をとっている企業において， ど

のようなHRMを 基礎研究者に対 して行 うことが

業績向上に有効であるかを検討する。なお，質問

紙調査の回収状況は表1の 通 りである。

4.分 析 結 果

 ①企業 ごとの戦略の違い

 被対象となった企業が基礎重視の研究開発戦略

をとっているか開発重視の研究開発戦略をとって

いるかを確認するために，1994年 時点において

製造承認申請中，臨床治験中，開発研究(前 臨床
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表1 調査票回収状況

ヒ画一 数
社

社

社

社

社

社

A

B

C

D

E

F

計合

基 礎 研 究 者 上 開 発 研 究 者

収

35

162

32

40

119

95

483

有効回答率

43.8%

81.0%

80.0

100.0

79.3

63.3

73.2%

          b1__   
A` 一u収

十一言口

回 収 数

42

133

86

31

71

98

461

   鬻

   黜

   蠍.上
72・%

77

295

118

71

190

193

944

.麹 有効回答率
r7』

48.1

75.6

84.3

88.8%

76.0

68.9

72.6

治験)中 の薬剤について，そのシーズが自社か他

社か らの導入かを調べ，シーズが自社である薬剤

の割合を企業別に比較 した(表2)。

 比較の対象に現在すでに市販されている薬剤を

含めなかったのは，現在申請中や治験中の製剤だ

けに絞った方が，現在の研究開発戦略をより反映

す ると考えたか らである。通常新薬の開発には

10～15年 という長い期間がかかるため，すでに

市販されている薬剤の開発プロセスは，現在より

もかなり以前になる。従って，これらを比較の対

象に含あると，かなり以前の研究開発戦略の影響

を受けて しまうと考えられる。

 表2を みると，B，C，E，F社 はいずれも自社開

発品の割合が50%を 超えているのに対 して，A

社 とD社 はそれぞれ25.0%と33.3%と 自社開

発品の割合が低 く，製品開発プロセスにおいて他

社か らの技術導入を積極的に行っていることがわ

かる。

 この点を別の視点か ら確認するたあに，1994

年時点において開発研究および臨床開発中の薬剤

が途中で開発中断となっている割合を企業別に比

較 した(表3)。 開発重視の戦略をとっている企業

は，新薬の市場性や開発ス ピー ドを重視 してお

り， これらを達成するたあに，研究開発プロセス

における連携や情報交流を重視 しているはずであ

る。 このたあ，開発重視戦略をとっている企業の

基礎研究者は，開発研究プロセスや臨床開発プロ

セス等の新薬開発プロセスにおける下流の情報に

ついてより多 くのフィー ドバ ックを受けることに

なる。 このことは，基礎研究プロセスにおいて，

より下流のプロセスを意識 した研究を促進 し，結

果的に開発研究プロセスや臨床開発プロセスにお

表2 製造承認申請中および開発中の薬剤の中で

   自社オリジンが占める割合

社

社

社

社

社

社

A

B

C

D

E

F

25.0

65.0%

57.1%

33.3

70.1%

52.0%

資 料 ： キ メ ラ イ ン タ ー ナ シ ョナ ル編 『新 薬 ・治 験 薬

  情 報1995年 版 」， ミ ク ス 編 『ト ラ イ ア ル ド

   ラ ッグ ス'95～'96』 薬 務 公 報

表3 開発中断の割合

A社 臨 床

開 発

B社 臨 床

開 発

C社

一 一一一 一一一

D社

臨 床

開 発一.一一一一
臨 床

開 発

E社 臨 床

開 発

F社 臨 床
開 発

中

中

験

究

治

研

中
中
一中

中

 

 
 

験
究
験

究
…

治
研

治

研

中
中

中

中

験
究
験

究

治
研

治

研

中
中

験
究

治
研

0.0%

33.3%

42.1

40.0

69.7%

52.4

18.8%

36.4%

41.5%

69.7%

57.1%

62.5

資料 ：明 日の新薬編集 部編 『1995年 版 新薬 ・治験

  薬要覧』

いて 中 断 す る薬 剤 の割 合 を低 め る と考 え られ る。

 表3か ら，B社 とE社 の臨 床 治 験 中 の中 断 の割

合 が5割 を切 って い る もの の ，A， D社 に比 べ る

とB，C， E， F社 の 中 断 の 割 合 は全 般 的 に高 い と い

え る。 この こ とは，B， C， E， F社 に比 べ てA， D社

の 基 礎 研 究 プ ロ セ ス に下 流 の 開 発 プ ロ セ ス に関 す

る情 報 が よ り多 くフ ィ ー ドバ ック され て い る可 能

性 が 高 い こ とを 示 して い る。

 これ らの こ とか ら，B，C，E，F社 は画 期 的 な新
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薬を自社において開発 しようとしている基礎重視

の戦略をとっているのに対 して，Aお よびD社

は，市場性およびスピードを重視 し，あえて時間

もかかり不確実性 も高い自社開発にこだわらず，

他社からの技術導入を積極的に行 う開発重視の戦

略をとっていることが推察される。従 って本稿で

は，B， C， E， F社 を基礎重視戦略をとっている企

業(以 下基礎重視企業と略す)，Aお よびD社 を

開発重視戦略をとっている企業(以 下開発重視企

業 と略す)と して分析を行った。

 ②基礎重視企業の研究業績の比較

 次に基礎重視企業において，研究業績に差があ

るかどうかを検討するために，基礎重視企業の研

究業績を企業別に比較 した(表4)。 各企業の研究

業績については， まず表5の13項 目のうち， 各

基礎研究者がい くっの業績 をあげているかを調

べ，次に，各企業の基礎研究者一人当たりの業績

数の平均値を出し，企業 ごとに違いがあるかどう

かを比較 した。

 表4か らわかるとおり，C， E社 に比べてB， F

社の方が業績が高い。企業ごとに差があるかどう

かを確認するために，年齢をコントロール した上

で分散分析を行 ったところ0.01%水 準で有意な

差がみられた。 また多重比較検定2)を行ったとこ

ろ，E社 とF社 の間においてのみ5%水 準で有意

な差がみられた。年齢をコントロールしたのは，

年齢が高いほどあげたことのある業績数が多いと

考えられるからである。この結果から，C， E社 に

比べてB，F社 の方が基礎研究における業績が高

いと考えられる。

 この点を外部資料から確認するたあに，海外特

許申請，国内特許申請，海外雑誌論文について企

業ごとの比較を行った(表6)。 ただ し，業績数は

その企業に所属する研究者数の影響を受けると考

えられるため，有価証券報告書により研究開発部

門に所属する人員数を調べ，当該期間の平均数で

各社の業績数の平均を割ることにより調整を行 っ

た。海外特許申請，国内特許申請，海外雑誌論文

を指標として取り上げたのは，今回の調査でこの

3業 績が基礎研究者に特徴的な業績であることが

示 されたことと，比較的外部データとして得 るこ

表4

社

社

社

社

B

C

E

F

 基礎重視企業の基礎研究者の業績

」.一 軍一..墜⊥ 癬 縦 一一

    4.3112.3362.5941.6822.9082.0753.5172.664
表5 研究業績の指標

1.海 外での特許申請   2.国 内での特許申請

3.海 外での学会発表   4.国 内での学会発表

5.海 外雑誌 への論文掲載 6.国 内雑誌への論文掲載

7.研 究成果 の製 品化   8.研 究成果 の社 内表彰

9.社 外 での表彰     10.：事業部 などか らの重大

             な要請 に答 える
11.招 待講演       12.国 際会議 などの座長

13.国 際会議 などの主催

表6 基礎重視企業の企業別研究業績

社

社

社

社

B

C

E

F

海 外 論 文

0.262

0.067

0.194

0.231

国内特許

0.393

0.279

0.394

0.588

海外特許

1.008

0.383

1.824

1.636

 注 ：1990～1994年 の平 均業績 数 を研究 所 の人 員

   の当該期間の平均数で割 った ものであ る

資料 ：特許情 報機 構(PATOLISに て検索)， 有価証

  券 報 告 書，慶 應 義 塾 大学 医学 メ デ ィアセ ン

   ター(JMEDICINE， MEDLINEに て検 索)

とが容易であったことによる。

 表6か ら，E社 が海外特許数で高い業績を示 し

ていることと，国内特許でB社 とE社 にほとん

ど差がないことを除けば，B， F社 の方がC ，E社

よりも相対的に高い研究業績を示 しているといえ

る。

 以上の結果から，B， F社 はC， E社 に比べて相

対的に研究業績が高いと考えられる。従 って本稿

では，B，F社 を基礎研究における業績が高い企業

(以下高業績企業)，C， E社 を基礎研究における業

績が低 い企業(以 下低業績企業)と して分析を

行 った。

 ③基礎研究者のHRMと 開発研究者のHRMの

  比較

 基礎研究者に対 して独自のHRMを 実施する必

要性 にっいて検討するために，高業績の基礎重視
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企業 と低業績の基礎重視企業，開発重視企業のそ

れぞれにおいて，基礎研究者に対するHRMと 開

発研究者に対するHRMに 違いがみられるかどう

か，それぞれの研究者に対する質問紙調査の回答

結果から検討してい く。

 まず，高業績の基礎重視企業において，人材フ

ローのマネジメント，報酬 ・評価のマネジメン

ト，職務のマネジメン トの各施策の実施度合い

に，基礎研究者と開発研究者の間に違いがみられ

るかを検討するためにt値 検定を行った(表7)。

 人材フローのうち部門間異動の実施状況につい

ては，30歳 未満から30～34歳 ，35～39歳 と以

後5歳 刻みで45歳 以上まで5つ の年齢層におい

て，それぞれの年齢層によって所属 した部門に違

いがある場合は，1回 異動があったものとみな し

てカウントし，基礎研究者と開発研究者で部門間

異動回数に違いがあるかを比較 した。

 また，外部からの人材登用の実施については，

所属する部門における外部からの第一線研究者の

採用の実施状況を，各研究者に5点 尺度で回答 し

てもらった結果にっいて比較を行った。

 評価 ・報酬のマネジメントのうち，個人ベース

の評価が正 しく行われている程度を検討するため

に，所属する部門において個人の貢献が正 しく評

価されているかどうかについて5点 尺度で回答

してもらった結果を比較 した。

 また，業績をあげた研究者に対する報酬として

どのようなものが重視されているかを比較するた

めに，所属する部門において業績をあげた研究者

に対する報酬 として14項 目のうち重視度の高い

上位3項 目を回答 してもらった結果について，1

位を3点 ，2位 を2点 ，3位 を1点 として点数化

した。これら14項 目の報酬のうち，給与，管理職

への昇進，社内の賞の3項 目について比較を行っ

た。

 社内の賞 は，通常単名ではな く当該研究 に関

わった複数名で表彰され，賞金も出るが高額では

な く，社内における名誉的な意味合 いの方が強

い。つまり社内の賞は，チームベースでなおかっ

短期的に大きな差として表れない報酬といえる。

これに対 して，業績の結果を給与や管理職への昇

進として反映させるといった報酬は，個人ベース

で短期的に大きな差がっ く報酬ということができ

る。

 職務のマネジメントのうち，内部情報交流を促

進するマネジメントの実施度合いに差があるかど

うかを確認するたあに，表8の 内部情報交流を促

進す るマネジメ ントに関す る3項 目の所属部門

における実施度合いを5点 尺度で回答 して もら

い，その結果の平均値にっいて比較を行った。

 外部情報交流を促進するマネジメントの実施状

況については，表8の 外部情報交流を促進するマ

ネジメントに関す る3項 目の所属部門 における

実施度合いを5点 尺度で回答 してもらい，その結

果の平均値を比較 した。

 自律性を促進するマネジメントの実施状況にっ

いては，表8の 自律性を促進するマネジメントに

関する3項 目の所属部門における実施度合いを5

表7 基礎重視企業(高 業績)

   基 礎 研 究 開 発 研 究

平 均 値 標準偏差 平 均 値

人材フロー  部門間異動

      外部からの採用

0.510

2.473

0.766

0.821

報酬 ・評価

職 務

個人単位の評価

重視して
いる報酬

一 幽一  3.050

 0.653

 1.252

 1.205
泊一 一「

0.873

1.200

1.212

1.199

内部情報交流
外部情報交流

自 律

 社内の賞

 給  与
 管理職昇進
   一 酌一

性

2.769

3.020

3.074

0.900

0.790

0.915

0.468

2.236

2.875

0.851

0.913

1.010

3.038

2.776

2.?21

標準偏差

0.727

0.941

0.898

1.208

1.262

1.082

0.702

0.716

0.768

t値

0.62

2.97**

 2.19*

一1
.81

 3.02**

 1.88

一3
.65***

 3.56***

 4.59***

(*p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001)
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点尺度で回答 してもらい，その結果の平均値を比

較 した。

 表7か ら，部門間異動 と，重視 している報酬の

中の社内の賞と管理職への昇進にっいて差がみら

れないことを除いて，他のすべてのHRM施 策に

ついて基礎研究者 と開発研究者の間に差がみられ

ることがわかる。基礎研究者に対 しては，外部か

らの採用や，個人ベースで業績に直結する報酬 ・

評価のマネジメント，外部情報交流や自律性を促

進するマネジメントを積極的に行 う一方で，開発

研究者に対 しては，内部情報交流を促進するマネ

ジメントを積極的に行っている。

 同様の比較を低業績の基礎重視企業についても

行 った(表9)。

 低業績企業では，社内の賞と給与について報酬

としての重視度合いが開発研究者において高いこ

とを除いて，両者に大きな違いがみ られない。社

内の賞のように集団ベースで大きな差がっかない

表8 職 務のマネ ジメ ン ト

内部情報交流の促進

外部情報交流の促進

自律性の促進

・製品化 との密接 な関連

・市場情報 のフ ィー ドバ ック

・他部門 との連携

・学会，大学な どとの研究交流
・外部での発表の機会

・他の研究所 との交流

・予算 や スタッフの使 い方 に

関する自由裁量

・時間管理 の自由裁量

・テーマ設定 の自由裁量

報酬が基礎研究者より開発研究者において積極的

に行われているのは，開発研究者において業績を

向上させるために研究者間の協力や連携が重要で

あることによる。 これに対 して，個人ごとに差が

明確にあらわれる給与にっいても開発研究者の報

酬 として重視 している理由については，より詳細

な分析が必要 となる。

 また，開発研究者に比べて基礎研究者において

積極的に行われているHRM施 策は一っ もみ られ

なかった。

 これまでと同様の分析を開発重視企業について

も行った(表10)。

 その結果，開発重視企業においても，開発研究

者において社内の賞が報酬 として重視されている

ことと，自律性の促進が行われていることを除い

て，両者にほとんど差がみ られないことがわかっ

た。

 以上みてきたとおり，高業績の基礎重視企業に

おいては，基礎研究者 と開発研究者に対 して実施

しているHRMに 大 きな違いがみられた。 これに

対 して低業績の基礎重視企業 と開発重視企業にお

いては，両者に対 して実施 しているHRMに 大 き

な違いがみ られなかった。

 開発重視の企業においては，研究者間や部門を

越えた連携が重視されるため，基礎研究者と開発

研究者で同 じようなHRMを 行 うことにより，交

流を促進 していると考えられる。つまり開発重視

企業においては，両者のHRMに 大 きな差をっけ

ないことが，企業の競争力にプラスの影響を及ぼ

表9 基礎重視企業(低 業績)

人 材 フO一

報酬 ・評価

職   務

部門間異動

外部からの採用

(**p<0.01

個人単位の評価

      社内の賞重視して
      給  与いる報酬

      管理職昇進

内部情報交流

外部情報交流
自 律 性

***p<0 .001)

一 一 一

基 礎 研 究 開 発 研 究
一 一一 一.一

平 均 値 標準偏差 平 均 値 標準偏差
一 一 一一 一 一.一. 一皿 一一.『. _一 、一一 』 一_「 一.一 一   ㎜ 一

0.440 0.642 0.301 0.570

2.152 0.878 2.229 0.933
一   一       一 一 一  一          _  ■ 『 一一 一 冖 一一一._

一一 2.901 0.898 3.006 0.909

0.318 0.795 0.675 1.051

oss7 1.155 1.306 1.309

進 1.083 1.168 1.045 1.151
一 一 一 一.一L一 一. 一. 一 一一  一一 一一.

2.890 0.906 2.966 0.652

2.560 0.721 2.618 0.775

2.667 1.119 2.823 0.645
一一 一.一 一  一一}一 一.

t値

 1.39

-0 .75

-1 .02
一3

.36***

一3 .12**

 0.29

-0
.85

-0
.68

-1
.51



一 製薬企業における研究開発戦略と基礎研究者のHRM-  59

表10 開発重視企業

人材フロー  部門間異動

      外部からの採用

基

均

一

陸

職

酬 ・評価  個人単位の評価 一 一

重視 して

い る報酬

社内の賞
給  与

管理職昇進

務 内部情報交流

外部情報交流

自 律 性

0.384

1.773

2.703

0.525

0.87a

O.973

2.992

2.456

2.713

礎 研 究 開 発

値1讐 縫
一一 一一 一一 一

平 均 値
  … 一「一・

40.620

30.746

0.433

1.814

3 0.856 2.808

5 1.033 1.014

2 1.177 0.945

3 1.208 0.711

2 0.846 2.890

6 0.804 2.597

3 0.965 3.233
   一

研 究

標 準偏 差

 0.719

 0.977

0.995

1.149

1.290

0.796

0.648

0.803

0.613

t値

一 〇
.64

-0 .29

-0 .69

-2
.72**

一 〇
.36

 1.56

 0.82

-1 .0?

一3
.90***

(**p<0.01 ***p<0.001)

していると考えられる。

 これに対 して基礎重視企業では，画期性が重視

されており，そのために基礎研究者の創造的なア

イデア創出を促進するHRMが 必要 となる。その

ようなHRMは ，他部門との連携や交流が重視さ

れる開発研究者に対するHRMと は違 ったものに

なる。従 って基礎重視企業においては，創造的な

アウ トプットを促進する基礎研究者独自のHRM

を実施 していく必要がある。それにも関わらず低

業績企業で実施されているHRMは ，基礎研究者

に対するものと開発研究者に対するものに大 きな

違いがみられなかった。 このことが，研究業績に

マイナスの影響を及ぼしていると考えられる。

 ④基礎研究者の業績向上を促進するHRM

 前項で，高業績の基礎重視企業において，基礎

研究者に対 して独自のHRMを 実施 していたこと

か ら，基礎重視企業において研究業績を向上させ

るたあには，創造的なアウ トプットを促進するよ

うな，基礎研究者独自のHRMを 実施 していく必

要があることを明 らかにした。では，具体的にど

のようなHRMを 実施 していく必要があるのであ

ろうか。基礎重視企業のうち，高業績企業と低業

績企業で実施 されている基礎研究者 に対す る

HRMに ついて， 前項の分析で用いたデータを比

較することで明 らかにしていく。ただし分析の際

には，開発重視企業で実施されているHRMも 参

考にすることとする。

 1)人 材 フローのマネジメント

 高業績の基礎重視企業 と低業績の基礎重視企業

で，実施されている人材 フローのマネジメントに

違いがあるか，それらは開発重視企業における人

材 フローのマネジメントとどのように違 うかを検

討 していく。

 まず，企業内の部門間ローテーションの実施状

況について高業績の基礎重視企業，低業績の基礎

重視企業，開発重視企業の間に差があるかどうか

を確認するために多重比較検定を行 ったところ，

いずれの企業群の間にも有意な差がみられなかっ

た(表11)。 っまり，研究業績の違いや戦略の違

いによって，基礎研究者の部門間異動の実施状況

に違いはみられない。

 製薬企業においては，それぞれの研究開発プロ

セスごとに役割分担がはっきりしており，なおか

つそこで求められる専門的能力にも違いがみられ

る。基礎研究においては，新規物質の創製や物理

化学的性状の研究が中心であり，化学合成を専門

とした研究者が重要な役割を果たす。これに対 し

て開発プロセスにおける薬効薬理や薬物動態の研

究では，薬理を専門とした研究者が，毒性研究に

おいては生物学を専門とした研究者が，製品の規

格や治験方法についての研究では製剤学を専門と

した研究者がそれぞれ必要となる。このように必

要とされる専門がそれぞれの研究によって明 らか

に違うため，製薬企業において部門を越えたロー

テーションを行いにくいと考え られ る(石 川，

1997)0
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表11 部 門間異動

           0.510

           0.384

開発重視        0.440

注 ：*は5%水 準で有意 な差

        ユ 章均副 一一

萋雛劃 ⊥
標 準 偏 差

0.766

0.620

0.642

基礎重視(高 業績) 蝉劉

表12 外部から人材登用

     ._㎜ ⊥ 平 塑 伍
基 礎重 視(高 業績)   2.473

基礎重視(低 業績)   2.152

開発重視        1.773

注 ：*は5%水 準で有意な差

標準偏差

0.821

0.s7s

O.746

基礎重視(高 業績)

*

一
*

       ..一一一

基礎重視(低 業績)
一一

 一   一『

開発重視
  一一一㎜.

*

  .一

*
 一一

   .一 一 一

__兆

*
      一/.一一 一

 次に，外部か らの人材登用 の実施状況 につい

て，高業績の基礎重視企業，低業績の基礎重視企

業，開発重視企業の間に差があるかどうかを確認

するために多重比較検定を行 ったところ，すべて

の間に5%水 準で有意な差がみ られた(表12) 。

 基礎重視企業では，開発重視企業に比べて積極

的に基礎研究者を外部か ら採用 しているのである

が，同 じ基礎重視企業においても，高業績企業と

低業績企業では差があり，低業績企業に比べて高

業績企業 は，積極的に外部からの採用を行ってい

る。 このことから，外部から一線の研究者を積極

的に取 り入れていくというマネジメントは，基礎

重視企業において業績向上にプラスの影響を与え

ると考え られる。

 以上みてきたとお り，内部の部門間異動の実施

状況には違いがみ られないものの，外部か らの人

材登用については，基礎重視企業において研究業

績向上にプラスの影響を及ぼすことがわかった。

ただし，外部からの人材登用が異質性の促進を通

じて業績に貢献 しているのか，石田(1996)が 指

摘するとおり，優秀な人材を外部か ら注入するこ

と自体が業績に貢献 しているのかについては，よ

り詳細な分析が必要となる。

 また開発重視企業は，基礎重視企業に比べて外

部か らの採用を積極的に行 っていないことがわ

かった。開発重視企業は，市場性やスピー ドを重

視 しているため，研究重視企業に比べて研究開発

プロセスにおける連携や交流を重視 している。そ

のためには，基礎研究者について も企業内におい

て開発研究者も含めて他の職務に従事 している従

業員 と積極的なコミュニケーションをとってい く

必要がある。企業内において積極的にコ ミュニ

ケーションをとるためには，他の従業員 と共通の

コンテクス トを維持 しておく必要がある。そして

そのためには，コンテクス トを共有 していない外

部の研究者の採用は最小限にとどめてお く必要が

あると考えられる。

 2)評 価 ・報酬のマネジメント

 次に，高業績の基礎重視企業 と低業績の基礎重

視企業で実施されている評価 ・報酬のマネジメン

トにどのような違いがみ られるか，またこれ らの

企業と開発重視企業で実施されている評価 ・報酬

のマネジメントにどのような違いがみ られるかを

検討 していく。

 まず，個人ベースの評価が正 しく行われている

度合いについて，高業績の基礎重視企業，低業績

の基礎重視企業，開発重視企業の間に差があるか

どうかを確認するために多重比較検定を行ったと

ころ，高業績の基礎重視企業と開発重視企業の間

に5%水 準で有意な差がみられたが，その他の間

には有意差がみられなかった(表9)。

 高業績企業 と低業績企業の間に統計的な有意差

はみられなかったものの，高業續企業は開発重視
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企業に比べて積極的に個人ベースの評価を行 って

いたのに対 し，低業績企業 と開発重視企業の間に

は有意な差はみられなかった。 このことから，基

礎重視企業では，個人べ一スの評価を積極的に行

うことが業績向上にプラスの影響を及ぼすと考え

られる。

 次に，業績をあげた基礎研究者に対する報酬 と

して，給与，管理職への昇進，社内の賞の3項 目

が重視 されている程度に，高業績の基礎重視企

業，低業績の基礎重視企業，開発重視企業の間に

差があるかどうかを確認するために多重比較検定

を行 った(表14)。

 社内の賞 と管理職への昇進については， どの企

業群の間にも有意な差がみられないが，給与にっ

いては，高業績の基礎重視企業 と低業績の基礎重

視企業の間に有意差がみられる。 このことは，基

礎重視企業では，研究業績向上のために給与のよ

うに個人べ一スで明確な差がっく報酬を重視 して

いくことが必要であることを示 している。

 以上みてきたとおり，基礎重視企業では，個人

ベースで正 しく評価を行い，業績に直結 した報酬

を重視することが，研究業績にプラスの影響を与

えると考えられる。基礎重視企業では，新規物質

の画期性を重視 してお り， このため基礎研究者

は，部門を越えた連携や研究者同士の連携 より

も，画期的なアイデアを創出する創造性が求あら

れる。そのような創造性の発揮を促進するために

は，創造的で優秀な研究者の評価を個別に明確に

表13

平 均 値 源轆 」
礎重視(高 業績)
    一一.一一一

3.050 0.873

基礎重視(低 業績) 2.901 0.898

個人べ一ス評価

  基礎重視(高 業績)

開発重視 2.703 0.856

/

.室一一

基樋 視(鰈 績)1開 魎 視

*

注 ：*は5%水 準で有意な差

表14 重視 して いる報酬

社内の賞

平 均 値 標準偏差  一一.一一一.
基礎重視(高 業績) 基礎重視(低 業績) 開発重視

基礎重視(高 業績)
         一

 0.653
一.一

1.200
一.一 一..一一.一一一 一一一

基礎重視(低 業績) 0.318 0.795

一 一

一

 開発重視  0.525
一一一 一一一一一..一一      一

1.033

一 一一 一一.一

7
給  与

        一

』 一.一
平 均 値

基礎重視(高 業績)   1.252
一 一 一一

  〇.867基礎重視(低 業績)
一 一一一一一一 一 一一一一}一

 開発重視
一 一一

0.872

標準偏差

1.212

1.155

1.177

(高業績) 基轟 視 (低業績)
 一 馳匿「凵h

開発重視
一 一

一 一

* *
一 一一

*
一}一 一 一

*
一.一一

管理職への昇進

基礎重視(高 業績)

基礎重視(低 業績)

開発重視

注：

平 均 値 標準偏差 基礎重視

一

(高業績)

1.205
一

1.199

1.083 1.168
一.. 一

0.973
一一.一一..一

1.208
一.一一

*は5%水 準で有意な差

基礎重視(低 業績) 開発重視

丁
⊥
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行 う必要がある。研究業績について明確にフィー

ドバ ックを行 うことにより，彼 らの創造性発揮へ

のモチベーションをより一層高めることができる

からである。

 これに対 して開発重視企業では，画期性よりも

市場性やスピー ドを重視 しており， これを達成す

るために部門を越えた連携や研究者同士の連携を

重視 していると考えられる。個々の研究者の区別

を明確にして評価を行うと，それぞれの研究者は

個別の職務 に没頭 し，他 との連携をとることにモ

チベーションを感 じなくなる。従 って，研究者同

士の連携を促進するためには，あまり個別の評価

を明確にするよりも，ある程度チーム単位で評価

することも必要となる。

 3)職 務のマネジメント

 高業績の基礎重視企業 と低業績の基礎重視企業

で実施されている職務のマネジメントにどのよう

な違いがみ られるか，また，これ らの企業と開発

重視企業で実施されている職務のマネジメントに

どのような違いがみられるかを検討 していく。

 まず，内部交流を促進するマネジメントの実施

状況にっいて，高業績の基礎重視企業，低業績の

基礎重視企業，開発重視企業の間に差があるかど

うかを確認するたあに多重比較検定を行ったとこ

ろ，高業績の基礎重視企業と開発重視企業の間に

5%水 準で有意な差がみ られたが，その他の間に

は有意差がみられなかった(表15)。

 低業績企業 と高業績企業の間には有意な差がみ

られなかったものの，高業績企業と開発重視企業

の間に有意な差がみ られるのに対 して，低業績企

業 と開発重視企業の間に有意な差がみ られないと

いうことは，内部情報交流の促進 は，基礎重視企

業において研究業績向上にマイナスの影響を及ぼ

す可能性があることを示唆 している。

 開発重視企業は内部情報交流を積極的に促進 し

ていることがわかる。市場性やスピー ドを達成す

るためには部門を越えた連携が必要であり，その

ためには基礎研究者に対 しても十分な内部情報を

獲得する機会を提供することが必要である。従 っ

て，開発重視企業において，内部情報交流促進の

マネジメントが重要視されているのは大いにあり

得ることである。

 しか し表15の 結果は，基礎研究者にとって内

部情報 は業績向上にプラスの影響を及ぼさないだ

けでなく，マイナスの影響をもたらす可能性を示

唆 している。過度 の内部情報の フィー ドバ ック

は，個々の研究者が自己のテーマに没頭 し創造性

を発揮 しようというモチベーションを阻害 しかね

ない。新薬の市場性や開発 スピー ドよりも画期性

を重視 している企業では， このような創造性発揮

の阻害は研究業績向上にマイナス要因 として働 く

可能性がある。

 次に，外部情報交流を促進するマネジメントの

実施状況について，高業績の基礎重視企業，低業

績の基礎重視企業，開発重視企業の間に差がある

かどうかを確認するために多重比較検定を行 った

ところ，高業績の基礎重視企業 と，低業績の基礎

重視企業および開発重視企業の間に5%水 準で

有意な差がみ られたが，低業績の基礎重視企業と

開発重視企業の間には有意差がみられなか った

(表16)。

 このことから，基礎重視企業における基礎研究

者の業績向上のために，外部情報交流を促進す る

マネジメントが有効であることがわかる。基礎研

究において画期的な物質を見いだすたあには，専

門的な情報が必要であり，外部情報交流を促進す

るマネジメントが，研究者の専門的情報獲得にプ

基礎重視(高 業績)

基礎重視(低 業績)

開発重視

注：

平 均 値

 2.769

 2.890

         2.992

*は5%水 準 で有意 な差

逮 一15内部情報交流の促進

標準偏差

一.一一 一 一

基礎重視(高 業績)
   幽一 一 一

基皹 視(低 業癇
一  一}一一.

 一

一 一皿

一一i一 『

 開発重視 一『 .一 厂_

 0.900
 一一

一一    一一'一 一

 一.皿一一 一     一一

一 一 一『

}「一 皿 一 一 一 一一 岫一一

一 冖一 一

  *
  一『一一

〇.906
 一 “L㎜ 齒 一 一一

 一    一一}一

一一   一一 一 一/  一

0.846
一㎜ 一.『

        一

__ .一* .

一i一一 一 一

一 一 一
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  表16

ヨ ー

外部情報交流の促進

i平 埼 値

  3.020

標準偏差

開発重 視        2456

注 ：*は5%水 準で有意な差

芸鸛 鸛 趨 ⊥790721
304

基樋 視1髞 劃 .礫藪(低 業績)i   

{二] *._■
   *

* と

開発重視

*

/

表17 自律性の促進

基礎重視(高 業績)

基礎重視(低 業績)
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ラスの影響を及ぼしていると考えられる。

 Allen， Katz， Tushmanに よる一連の研究 は，

基礎研究の業績向上に専門的情報が重要であるこ

とを指摘 しているが， これは画期性を重視 してい

る基礎重視企業において有効な指摘であり，市場

性やスピー ドを重視する開発重視企業 において

は，む しろ内部情報を促進するマネジメントが有

効であると考えられる。

 次に自律性を促進するマネジメントの実施状況

について，高業績の基礎重視企業，低業績の基礎

重視企業，開発重視企業の間に差があるかどうか

を確認するために多重比較検定を行 ったところ，

外部情報交流を促進するマネジメントと同様に，

高業績の基礎重視企業と，低業績の基礎重視企業

および開発重視企業の間に5%水 準で有意な差

がみられたが，低業績の基礎重視企業と開発重視

企業の間には有意差がみられなかった(表17)。

 このことから，基礎重視企業では，基礎研究者

の業績向上のために自律性の促進が重要であるこ

とがわかる。職務の遂行プロセスにおいて複雑性

や不確実性が高い場合，職務担当者の自律性を確

保 しておく必要があると考えられている (Leifer

&Triscari，1987；Perrow，1967)。 画期的な物質

を見いだすという作業は，そのプロセスにおいて

複雑性や不確実性が高いたあ，基礎重視企業にお

いては，研究者に対 して自律性を確保 しておくこ

とが重要 となる。これに対 して開発重視企業では

市場性やスピー ドが重要視 されており，画期性を

重視する基礎重視企業に比べて目標 も， 目標に到

達するためのプロセスも明確であり，複雑性や不

確実性が低いと考えられる。そのような企業にお

いては，定められた目標に向かって研究者をモチ

ベー トしていくことが重要であり， 自律性保持の

重要性はそれ ほど高 くない。 このことが，表17

の結果にあらわれていると考えられる。

 以上 みて きたとお り，基礎重視企業において

は，研究業績向上のために外部情報を促進す るマ

ネジメントや自律性を促進するマネジメントが有

効であることがわか った。 これに対 して内部情報

を促進するマネジメントにっいては，業績向上に

対 してプラスの影響を及ぼしてはお らず，む しろ

過度の内部情報交流の促進は，業績にマイナスの

影響を及ぼす可能性があることがわかった。

5.結 論

 本稿における分析から，基礎研究者に対する独

自のHRMを 実施 してい く必要性 は，当該企業が

とっている研究開発戦略によって違 うことが明ら

かとなった。基礎研究重視の戦略をとっている企

業では，基礎研究者に対 して独 自のHRMを 行 っ

ていく必要が高いのに対 して，開発研究重視の戦

略をとっている企業では，そのような必要性はそ

れほど高 くない。基礎重視企業は，新薬の画期性
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を重視 しており，そのような新薬のもととなる画

期的な新規物質を見いだすたあに，創造的なアイ

デアの創出を促進するHRMを 行 う必要がある。

これに対 して開発重視企業は，新薬の市場性や開

発スピー ドを重視 しており， これを達成するたあ

に研究者間や部門を越えた連携が重要 となる。 こ

のたあ，基礎研究者 と開発研究者で同 じような

HRMを 行うことで交流を促進することが必要と

なる。

 今後製薬企業が基礎研究者の業績向上のたあの

施策を検討する際には，まずどのような研究開発

戦略をとっていくのかを明確にし，その戦略と整

合性のあるHRMを 検討 していく必要がある。

 また本稿における分析から，基礎重視企業にお

いて，基礎研究者の研究業績向上のために以下の

HRMが 必要であることがわかった。第1に ，外

部からの優秀な人材の登用が必要である。内部人

材育成にこだわらず，優秀な第一線の研究者を企

業の外部から積極的に登月1することが，基礎研究

の業績向上に結びっく。ただし先述 したとおり，

外部か らの人材登用が異質性の促進を通 じて研究

業績に貢献 しているのか，優秀な人材を外部か ら

注入すること自体が業績に貢献 しているのかにつ

いては今後の課題である。

 第2に ，基礎研究者の業績にっいて個人ベース

で正 しく評価を行い，さらに業績の違いが明確に

報酬の差 としてあらわれる，業績に直結 した報酬

を提供することが必要である。基礎研究において

画期的なアイデアの創出を促進するたあには，創

造的で優秀な基礎研究者に対 し，その研究業績の

評価を明確にフィー ドバ ックし，その差を社内の

賞や連名による特許取得など個人間で大きな差が

っかない報酬ではな く，給与など個人差が明確に

あらわれる報酬に反映させることが必要である。

 第3に ，外部情報の獲得を促進すると同時に，

過度の内部情報の共有は抑制する必要がある。基

礎研究の業績向上には，専門的情報を継続的に獲

得 していくことが必要であり，そのためには，外

部との勉強会や研究交流，学会出席や発表など，

外部との情報交流を促進するためのマネジメント

が必要である。 また，過度に内部情報のフィー ド

バックを行 うということは，外部 との情報交流を

阻害するばかりでな く，個々の研究者が自己の

テーマに没頭 し創造性を発揮 しようとい うモチ

ベーションをも阻害する可能性がある。従 って，

全社的イベントや部門横断的プロジェクト・会議

への参加を第一線の基礎研究者に過度に強要する

ことは，業績向上にマイナスの影響を及ぼす と考

え られる。

 第4に ，自律性を促進するマネジメントが必要

である。基礎研究者の業績向上のために，労働時

間の管理だけでな く，予算やテーマ設定などにっ

いても積極的に自律性を促進するマネジメントを

行 っていくことが重要である。そのたあに，業績

をあげた見返 りとして予算に対する自由裁量度を

認あるとか，テーマを公募 し，採用されたテーマ

を提案 した研究者を中心にプロジェク トを組むと

いった施策などが必要となる。

 本稿では，基礎重視企業では，業績向上のため

に基礎研究者 に独自のHRMを 行 う必要があり，

具体的にどのようなHRMが 業績向上に必要 とな

るかを明らかにしてきた。また，開発重視企業に

おける基礎研究者のHRMに ついても検討を行 っ

てきた。ただし，開発重視企業に関 しては，デー

タの制約上高業績企業と低業績企業に分けて分析

を行 うことができなかった。 このため，推測によ

るところも多 く，本稿にておいて示唆された結論

を確認するためには，より詳細な研究が必要とな

る。

 ま た本 稿 で は， 戦 略 とHRMの 関 係 を 中心 に 検

討 を 行 って き た が ， 戦 略 的HRMの 視 点 に 立 て

ば， 業 績 向上 の た め に は各HRM施 策 間 の整 合 性

も重 要 で あ り (Baird et al.，1983；Galbraith ，

1973；Greiner，1972；Miles&Cameron，1982)，

この 点 にっ いて も今 後 の 研 究 課 題 と な る。

注

1)基 礎研究者 については，1994年 に，基礎 よ りの

 研究 開発部 門 に所 属 してい る研究 者 に対 して慶

 應義 塾大学R&D研 究会 が行 った質 問紙 調査 で

 得 られ た デ ー タ を，開 発 研 究 者 に つ い て は，

 1997年 に， 開発 よ りの研究開発部門 に所属 して

 いる研 究者 に対 して同研究会 が行 った質 問紙調

 査で得 られた データを用 いて いる。企業 によって

 は基礎研 究 と開発研究 の区別 が難 しい場合 もあ
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  るが，製薬 企業 の場 合，新 薬開発 プ ロセスにおい

  て基礎研 究 と開発 研究 が明確 に区別 されて いる

  ため，両者 の区別 にっいての妥 当性 が保 たれ ると

  考 え られる。

2)ル ビー ンの等分散性 の検定 によ り，等分散 が成 り

  立 って いる ことを確認 した上で ボ ンフェ ロー二

  の多重比較検定 を行 った。以降，本稿 における多

  重比 較検定 はす べて ボ ンフェロー二の検定 を用

  いてお り，ル ビー ンの等分散性 の検定 によ り，等

  分散 が成 り立 ってい る ことを確認 した上 で行 っ

  た。
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